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要約

本研究は，日本の風しん追加定期接種において 2019年度から実施されたクーポン

券送付施策の効果を，地方自治体の行政データと全国規模のオンライン調査データを

用いて検証する．追加定期接種は，日本が風しんに対する集団免疫を獲得するために，

抗体保有率の低い 40-57歳の男性を対象に実施されるものである．クーポン券は自治

体を通じて段階的に送付され，初年度の 2019年度には，40-46歳の男性に限定して送

付された．47-57歳の男性がこの年度中にクーポン券を受け取るには，居住地域の自治

体に自分から申請する必要があった．分析では，年齢によって 2019年度にクーポン券

が自動的に送付されるかどうかが決まることを利用した回帰不連続デザインで，クー

ポン券の送付の効果を推定した．その結果，クーポン券の送付は，追加定期接種の認

知度を向上させることを通じて，抗体検査の受検率とワクチン接種率を高めることが

明らかになった．
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1. はじめに

生活保護や子育て世代への金銭的補助などの社会保障プログラムの多くでは，利用資格

があるにも関わらず、プログラムを利用していない人が一定数存在する．この要因は制度

や行政システムの整備状況で異なるが，共通の要因として制度の利用を申請するときに生

じる取引コスト・制度に関する情報の不足が挙げられる (Currie, 2006)．同様の問題は公衆

衛生の中で重要な政策の一つである予防接種でも生じている．多くの国が無料の予防接種

を提供しているが，接種率は 100%に達していない．この原因として，発展途上国では，定

期接種やワクチンに対する知識の不足が指摘されている (Favin et al., 2012)．また，先進国

においても，関心度の低い定期接種でこの問題が生じうる (Anderson, 2014)．

これまでの研究では，ワクチン接種をさらに加速させるために，接種費用を上回る金銭

的インセンティブを与える政策が検討されることが多かった (Banerjee et al., 2010; Campos-

Mercade et al., 2021)．しかしながら，制度に関する低い認知度がワクチン接種行動のボト

ルネックとなっているのであれば，インセンティブ政策と同時に，政策に関する認知度や

予防接種の知識を高めるような介入が必要である．

情報不足の改善を図る介入として，社会保障プログラムの文脈では，利用資格の可能性

を伝える郵送物を送るなどの単純な情報提供の有効性が検討されてきた (Finkelstein and

Notowidigdo, 2019)．同様に，予防接種の対象者に無料のクーポン券を送付するような介入

はプログラムの認知度を高め，さらに，クーポン券にその金銭的価値を付記することでイ

ンセンティブの顕著性（salience）を高め，行動変容を促せるだろう (Kacker et al., 2022)．

本研究は 2019年度から始まった日本の風しん追加定期接種におけるクーポン券の送付の効

果を回帰不連続デザイン（RDD）で検証することを通して，この可能性を検討する．

2. 風しん追加定期接種の概要

厚生労働省は，風しんの集団免疫を獲得するために，1962年 4月 2日から 1979年 4月

1日生まれ（2019年時点で 40～57歳）の男性に風しんの抗体検査（約 5,000円）とワクチ

ン接種（約 10,000円）を無料で接種できるクーポン券を 2019年度から発行してきた。こ

の追加定期接種では，対象者はまず抗体検査を受検しなければならない．抗体検査によっ

て抗体を保有していないことが判明すれば，対象者は風しんワクチンを接種できる．

クーポン券の発行と送付は段階的に行われ，特に，2019年度では，1962年 4月 2日から

1972年 4月 1日生まれ（2019年時点で 40～46歳）の男性に送付された．対して，1972年

4月 2日以降に生まれた（2019年時点で 47歳以上）男性は 2020年度以降にクーポン券を

自動的に受け取れたが，2019年度にクーポン券を受け取るためには居住地域の自治体に問

2



い合わせる必要があった．我々は 2019年度のクーポン券の送付が年齢で決まることを利用

した RDDを識別戦略として，クーポン券の送付の効果を検証する．

3. データと分析手法

3.1. データ

本研究は茨城県つくば市の行政データと 2019年度末に実施した全国規模のオンライン調

査を用いる．つくば市の行政データは 2019年 3月 31日までにつくば市に転入し、データ

提供時点でつくば市に在住している男性にサンプルを限定する1．行政データは生年月日の

情報を含んでいるので，我々は 2019年 4月 2日時点の日齢を計算し、対象男性が 2019年

にクーポン券をデフォルトで受け取った（日齢が 17166日より小さい）ならば 1を示すト

リートメント変数を作成する．さらに，行政データは抗体検査受検日とワクチン接種日を

記録している．そこで，全国規模のオンライン調査との整合性を保つために、我々は 2020

年 3月 17日までに抗体検査を受けたことを示すダミー変数と同日までにワクチンを接種し

たことを示すダミー変数を作成し，これらをアウトカム変数とする．

全国規模のオンライン調査の目的は二つある．第一に，行政データの分析結果が日本全

国に適用できるかどうかを検証する．第二に，クーポン券の送付が追加定期接種の認知度

にどのような影響を与えたかを検証する．オンライン調査は 2019年度末にインターネット

調査会社マイボイスコム社に委託して実施した．このデータは二回のサーベイで構成され

ている．第一回調査は 40～59歳の男性の 4,200名を対象に，2020年 2月 15日から 2020年

2月 17日に実施した．第二回調査は第一回調査の追跡調査であり，2022年 3月 17日から

2022年 3月 25日に実施した．我々は両方の調査に参加した 3,963名をサンプルとして使用

する．オンライン調査は誕生年と誕生月しか把握できないので，我々は 2019年 4月時点の

月齢を計算し，2019年度のクーポン券送付対象である（月齢が 563カ月より小さい）なら

ば 1を示すトリートメント変数を作成する．抗体検査・ワクチン接種の行動に関するアウ

トカム変数は第二回調査の回答を用いる．また，制度の認知度に関するアウトカム変数は

第一回調査の回答を用いる．

3.2. 分析手法

我々は以下の RDモデルを推定する．

Yia = τ0 + τDia + f(a− ā) + εia, (1)

1分析対象を限定した根拠は二つある．第一に，つくば市は 2019年 3月 31日までにつくば市に転入してい

る男性を対象に，第 2.節で述べた厚労省の規定に従って送付している．第二に，クーポン券を受け取った直後

に転出した人を含めて分析すると，抗体検査を受検していない人に転出者と受検の意向のない人が混在してし

まい，クーポン券の効果を過小評価する可能性がある．
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RD推定値：0.193

（標準誤差＝0.007；P値＝0.000）
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B. ワクチン接種

トリートメント 2019年4月送付 2020年4月送付

図１: 抗体検査受検率とワクチン接種率の年齢プロファイル（つくば市行政データ）

ここで，Yiaは日齢もしくは月齢 aの個人 iのアウトカム変数であり，Diaは個人 iが 2019

年度にクーポン券を自動的に受け取ったことを示すトリートメント変数である．したがっ

て，我々の関心のあるパラメータは τ であり，クーポン券を送付することの効果を示して

いる．

トリートメント状態を決める閾値 āで中心化したランニング変数 aに関する関数 f(a− ā)

の形状はトリートメント状態によって異なることを想定する．この関数は多項式関数で近

似する．二次関数で大域的に近似しても効果に大きな変化はないので，本稿は一次関数で

近似した結果を示す．また，ランニング変数の関数が誕生日の季節性やマスポイントによ

るバイアスに十分に対応できていない可能性を考慮し，生まれ月日の固定効果や生まれ月

の固定効果をコントロールしたモデルも推定する．その結果，効果が大きく変化しないこ

とを確認した．そこで，本稿は固定効果を含めていないモデルの結果を示す．

行政データ分析では，1972年 4月 2日生まれを閾値としている．これは日本の小学校の

入学日のカットオフと一致するので，相対年齢効果の影響を受けている可能性がある．生ま

れ月日の固定効果はこの影響を制御できているかもしれないが，代替的な手法として、別

の年の 4月 2日を閾値（プラセボ・カットオフ）として，その RD効果を推定する．その

結果，真のカットオフ以外で統計的に有意な RD効果がなかったので，相対年齢効果の影

響はないといえる．
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RD推定値：0.372
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0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

659
(55)

683
(57)

635
(53)

611
(51)

539
(45)

587
(49)

563
(47)

491
(41)

515
(43)

月齢
(年齢)

標
本
平
均

トリートメント 2019年度送付 2020年度以降送付

風疹定期接種の認知度

図２: 風しん追加定期接種の認知度の年齢プロファイル（オンライン調査データ）

4. 分析結果

図１はつくば市の行政データを用いた抗体検査の受検率（パネル A）とワクチン接種率

（パネル B）の年齢プロファイルを示している．その結果，クーポン券の送付は抗体検査と

ワクチン接種をそれぞれ 19.3%ポイントと 4.7%ポイント促進している．これらは統計的に

1%水準で有意である．また，局所線形回帰分析によるノンパラメトリック推定では，抗体

検査に対する RD効果は 10～20%ポイントの範囲となり，ワクチン接種に対する RD効果

は 5～10%ポイントの範囲となった．

この結果は地理的な外的妥当性がある．オンライン調査を用いると，クーポン券の送付は

抗体検査の受検率を 18.7%ポイント高めていて，統計的に 1%水準で有意である．さらに，

クーポン券の送付はワクチン接種率を 4.4%ポイント高めていて，統計的に 5%水準で有意

である．全国規模のオンライン調査の推定結果は行政データの結果と似ているので，行政

データの結果はつくば市特有のものではなく，日本全国にも適用できる．

図２はオンライン調査を用いた追加定期接種の認知度の年齢プロファイルを示している．

その結果，クーポン券の送付は風しん追加定期接種の認知度を 37.2%ポイント高めており，

統計的に 1%水準で有意である．この結果はクーポン券の送付が追加定期接種の認知度を改

善し，抗体検査の受検とワクチン接種率を高めているということを示唆している2．

2抗体検査受検やワクチン接種に対するクーポン券送付の正の効果は 2020年度以降にクーポン券を自動的

に受け取れる人の戦略的な行動によって生じたとも解釈できる．すなわち，2020年度以降にクーポン券を受

け取れると知っている人はわざわざ手続きコストを負担して 2019年度にクーポン券を取得しようとしないは

ずである．図２より，2020年度以降にクーポン券を受け取れる群の認知度は低いので，クーポン券の送付の効

果が戦略的行動の影響を捉えている可能性は低い．
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5. 結論

本研究は，日本の風しんの追加定期接種におけるクーポン券の送付のタイミングが年齢で

決まるとを利用した RDDによって，クーポン券の送付の効果を検証した．その結果，クー

ポン券の送付は定期接種の認知度を改善し，抗体検査の受検率とワクチン接種率を高めて

いる．また，本稿では示していないが，クーポン券の送付が自身の感染確率などのワクチ

ンを接種することの価値を形成する要素に影響を与えていないことも明らかになった．す

なわち，クーポン券の送付は定期接種の認知度を改善したが，ワクチン接種の価値を高め

ることには貢献していない．クーポン券を用いて制度の利用を促そうと考えたとき，制度

を利用することの価値を高めるようなメッセージの追加やデザインの工夫で，クーポン券

の効果はより高くなるかもしれない．この点に関する検証は今後の課題である．
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